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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。また、第17期中間会計期間より中間財務諸表を作成しておりますので、第16

期中間会計期間の記載はしておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

５ 第17期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 
  

第一部 【企業情報】

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期

会計期間

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日

売上高 (千円) ― 2,747,184 3,260,059 4,480,103 8,075,937

経常利益 (千円) ― 134,705 20,367 419,278 539,492

中間(当期)純利益 (千円) ― 76,165 8,175 241,635 287,145

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 459,700 459,700 82,500 459,700

発行済株式総数 (株) ― 16,000 16,000 14,000 16,000

純資産額 (千円) ― 1,186,472 1,405,627 355,906 1,397,452

総資産額 (千円) ― 3,704,015 5,251,958 2,777,602 4,237,510

１株当たり純資産額 (円) ― 74,154.56 87,851.73 25,421.93 87,340.78

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― 5,389.23 510.95 17,459.24 19,049.06

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― 5,375.91 496.91 ― 18,706.55

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 32.0 26.8 12.8 33.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △293,791 △1,743,565 △1,038,295 329,766

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △25,798 △6,052 △47,408 △37,805

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 893,032 1,602,022 1,246,128 575,421

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 1,000,654 1,146,998 427,212 1,294,594

従業員数 (名) ― 38 50 29 50



２ 【事業の内容】 

  当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 50



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、米国経済の減速等の懸念材料はありましたが、好調な企業業

績を背景に景気は緩やかに拡大しました。 

 当社が関連する不動産業界におきましては、金利の上昇、都市圏での開発用地価格の急騰の影響等の

懸念はありますが、Ｊ－ＲＥＩＴやプライベートファンドによる不動産投資市場の拡大に伴い、不動産

市場は引き続き活況を呈しております。 

 このような環境のもと、当社といたしましては事業規模拡大を目指して人員を増強し機動的な事業推

進体制を構築するとともに、基幹商品である「MODULOR」シリーズの販売拡大のために開発物件の増加

を図り、また、デザインビジネスホテル「HOTEL-MJ」シリーズの強化のためにコンセプトを都市型と郊

外型とに分け、顧客ニーズに細やかにフィットする商品開発に取組みました。 

 この結果、当中間会計期間の売上高は3,260,059千円（前年同期比18.7％増）、営業利益は53,679千

円（前年同期比71.0％減）、経常利益は20,367千円（前年同期比84.9％減）、税引前中間純利益は

17,253千円（前年同期比87.2％減）、中間純利益は8,175千円（前年同期比89.3％減）となりました。 

事業部門別の業績の概要は次のとおりであります。  

①自社開発事業  

 当事業部門におきましては、「MODULOR]シリーズ５件、「HOTEL－MJ」シリーズ１件が竣工・引渡と

なり、売上高は3,212,994千円となり前年同期に比して578,009千円の増収となりました。  

②企画設計事業  

 当事業におきましては、取扱件数が７件となり、売上高は47,000千円となり前年同期に比して60,200

千円の減収となりました。 

（当期の見通し） 

通期の業績見通しにつきましては、自社開発用地の取得は順調である一方、昨今の構造計算偽装問題

の再発防止に向けた建築基準法等の改正の影響を受け、自社開発事業における事業期間が従来より１～

２ヶ月程度延長されることを予想しております。その結果、売上高9,907百万円、経常利益575百万円、

当期純利益334百万円を見込んでおります。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、自社開発事業における開

発用地取得によるたな卸資産の増加等がありましたが、借入による収入に伴う資金の増加等があり、前

事業年度末に比して147,595千円減少し1,146,998千円（前年同期比14.6％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により支出した資金は1,743,565千円（前年同期比493.5％増）となりました。これはたな卸資

産の増加額1,263,030千円、仕入債務の減少額367,823千円及び法人税等の支払額208,790千円等による

ものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は6,052千円（前年同期比76.5％減）となりました。これは主に、有形固

定資産取得による支出4,030千円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果増加した資金は1,602,022千円（前年同期比79.4％増）となりました。これはプロジェ

クト資金を短期借入金で調達したことによる収入2,790,022千円にたいして、短期借入金及び長期借入

金1,188,000千円を返済したことにより1,602,022千円の借入増になったことによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注及び契約実績 

当社は受注開発を行っていないため、受注残高はありません。また、契約高は販売実績により表示し

ております。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであり

ます。 

 
(注) １ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業区分 件数(件)
第18期中間会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前年同期比(％)

自社開発事業(千円) ６ 3,212,994 +21.9

企画設計事業(千円) ７ 47,000 △56.2

その他売上(千円) ― 65 △98.7

合計 13 3,260,059 +18.7

相手先

第17期中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

第18期中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

有限会社ピロ 819,565 29.8 ― ―

有限会社ククイ 773,904 28.2 ― ―

ＧＥリアル・エステート 
株式会社

482,815 17.6 ― ―

株式会社ゼファー 393,652 14.3 ― ―

合同会社オーガスタ ― ― 1,302,159 39.9

合同会社エム・オー・インベ
ストメント

― ― 960,000 29.4

株式会社昭栄 ― ― 497,972 15.3

合同会社エージス ― ― 452,863 13.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 発行済株式のうち、現物出資により発行した株数が2,950株（株式分割考慮後）含まれております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000

計 56,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年６月30日)

提出日 現在
発行数(株) 

(平成19年９月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 16,000 16,000
東京証券取引所
(マザーズ市場)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。

計 16,000 16,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

平成18年改正前商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権(ストックオプ

ション) 
  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。なお、権利の付与対象者（３名）が退職し新

株予約権（９個）が失権しております。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合(新株予約権の行

使により新株を発行する場合は除く。)は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げる。 

   

臨時株主総会の特別決議日（平成17年８月29日）

中間会計期間末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 691(注１) 691(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 691 691

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり100,000(注２) 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月30日～
平成27年８月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   100,000
資本組入額   50,000

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた
者が、権利行使時において、
当社の取締役、監査役、従業
員または顧問たる地位を保有
していることとする。ただ
し、任期満了による退任、定
年による退職の場合はこの限
りではない。

新株予約権の質入れ、担保
権の設定及び相続は認めない
ものとする。

その他の条件については、
本株主総会及び取締役会決議
に基づき、当社と新株予約権
の割当を受けた者との間で締
結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年６月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年６月30日  ― 16,000 ― 459,700 ― 402,200

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

今井 武一 東京都渋谷区 7,500 46.88

日本証券金融株式会社 東京都中央区 508 3.18

三輪 秀一 北海道札幌市清田区 450 2.81

阿部 瑞枝 東京都港区 450 2.81

森野 英昭 千葉県柏市 370 2.31

松井証券株式会社（業務口） 東京都千代田区麹町１－４ 223 1.39

大阪証券金融株式会社（業務
口）

大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 212 1.33

今給黎 健 埼玉県さいたま市 200 1.25

北村 文男 東京都日野市 200 1.25

成定 昭雄 東京都杉並区 200 1.25

岩井 一隆 東京都中央区 200 1.25

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505030（常任代理人みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務
室）

WORLD  TRADE  CENTER  STRAWINSKYL  AAN 
14551077XX AMSTERDAM NETHERLAND（東京都
中央区兜町６－７）

200 1.25

計 ― 10,713 66.96



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年６月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年６月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 16,000 16,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 16,000 ― ―

総株主の議決権 ― 16,000 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所(マザーズ市場)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券届出書提出後、本半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 335,000 328,000 290,000 330,000 309,000 323,000

最低(円) 273,000 225,000 227,000 263,000 260,000 287,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務    

  諸表等規則に基づき、当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正 

  後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月

30日まで)及び当中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の中間財務諸表について、

新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,000,654 1,146,998 1,294,594

 ２ 完成工事 
   未収入金

84,500 ― 93,980

 ３ 営業未収入金 20,080 10,350 24,600

 ４ たな卸資産 ※２ 2,485,502 3,963,318 2,700,288

 ５ その他 28,157 45,963 34,968

   流動資産合計 3,618,895 97.7 5,166,631 98.4 4,148,431 97.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 29,037 25,102 29,171

 ２ 無形固定資産 2,970 4,602 5,329

 ３ 投資その他の 
   資産

53,112 55,621 54,577

   固定資産合計 85,120 2.3 85,327 1.6 89,078 2.1

   資産合計 3,704,015 100.0 5,251,958 100.0 4,237,510 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ― ― 446,250

 ２ 営業未払金 3,897 97,733 19,306

 ３ 短期借入金 ※２ 2,348,100 2,781,122 1,167,500

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※２
23,200 898,200 518,200

 ５ その他 88,744 38,874 266,801

   流動負債合計 2,463,942 66.5 3,815,930 72.6 2,418,057 57.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金
※２

53,600 30,400 422,000

   固定負債合計 53,600 1.5 30,400 0.6 422,000 9.9

   負債合計 2,517,542 68.0 3,846,330 73.2 2,840,057 67.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 459,700 12.4 459,700 8.8 459,700 10.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 402,200 402,200 402,200

   資本剰余金合計 402,200 10.8 402,200 7.7 402,200 9.5

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 324,572 543,727 535,552

   利益剰余金合計 324,572 8.8 543,727 10.3 535,552 12.6

   株主資本合計 1,186,472 32.0 1,405,627 26.8 1,397,452 33.0

   純資産合計 1,186,472 32.0 1,405,627 26.8 1,397,452 33.0

   負債純資産合計 3,704,015 100.0 5,251,958 100.0 4,237,510 100.0



② 【中間損益計算書】 
  

 
  

  

③ 【中間株主資本等変動計算書】 

  

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,747,184 100.0 3,260,059 100.0 8,075,937 100.0

Ⅱ 売上原価 2,218,812 80.8 2,821,902 86.6 6,722,900 83.2

   売上総利益 528,372 19.2 438,156 13.4 1,353,037 16.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 343,316 12.5 384,477 11.8 721,684 9.0

   営業利益 185,055 6.7 53,679 1.6 631,353 7.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 10,401 0.4 10,006 0.3 16,832 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 60,751 2.2 43,317 1.3 108,694 1.3

   経常利益 134,705 4.9 20,367 0.6 539,492 6.7

Ⅵ 特別利益 ― ― ― ― ― ―

Ⅶ 特別損失 ※３ ― ― 3,113 0.1 1,855 0.0

   税引前中間(当期) 
   純利益

134,705 4.9 17,253 0.5 537,636 6.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

52,214 377 259,435

   法人税等調整額 6,325 58,539 2.1 8,701 9,078 0.3 △8,944 250,491 3.1

   中間(当期)純利益 76,165 2.8 8,175 0.2 287,145 3.6

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 82,500 25,000 25,000 248,406 248,406 355,906 355,906

中間会計期間中の変動額

 新株の発行(千円) 377,200 377,200 377,200 754,400 754,400

 中間純利益(千円) 76,165 76,165 76,165 76,165

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

377,200 377,200 377,200 76,165 76,165 830,565 830,565

平成18年６月30日残高(千円) 459,700 402,200 402,200 324,572 324,572 1,186,472 1,186,472

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年12月31日残高(千円) 459,700 402,200 402,200 535,552 535,552 1,397,452 1,397,452

中間会計期間中の変動額

 中間純利益(千円) 8,175 8,175 8,175 8,175

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― 8,175 8,175 8,175 8,175



 
  

前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

平成19年６月30日残高(千円) 459,700 402,200 402,200 543,727 543,727 1,405,627 1,405,627

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 82,500 25,000 25,000 248,406 248,406 355,906 355,906

事業年度中の変動額

 新株の発行(千円) 377,200 377,200 377,200 754,400 754,400

 当期純利益(千円) 287,145 287,145 287,145 287,145

事業年度中の変動額合計 
(千円)

377,200 377,200 377,200 287,145 287,145 1,041,545 1,041,545

平成18年12月31日残高(千円) 459,700 402,200 402,200 535,552 535,552 1,397,452 1,397,452



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 134,705 17,253 537,636

   減価償却費 6,101 6,102 12,271

   長期前払費用償却額 2,339 418 2,758

   賞与引当金の増減額 ― △10,000 10,000

   新株発行費又は株式交付費 7,409 ― 7,820

   受取利息 △1 △436 △92

   支払利息 41,107 39,558 88,188

   上場準備費用 12,234 ― 12,234

   金利スワップ評価損益 △ 4,260 △1,721 △4,448

   固定資産除却損 ― 2,723 1,855

   売上債権の増減額 △22,684 108,230 △36,684

   たな卸資産の増減額 △320,659 △1,263,030 △535,444

   仕入債務の増減額 1,987 △367,823 463,645

   その他 △6,266 △6,500 14,060

    小計 △147,986 △1,475,224 573,800

   利息の受取額 1 436 92

   利息の支払額 △36,575 △59,987 △79,163

   法人税等の支払額 △109,230 △208,790 △164,963

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△293,791 △1,743,565 329,766

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △8,292 △4,030 △15,612

   有形固定資産の売却による収入 496 ― 496

   無形固定資産の取得による支出 △73 ― △3,271

   敷金保証金の支払による支出 △22,525 △2,008 △24,003

   敷金保証金の減少による収入 5,095 194 5,095

   その他 △500 △208 △510

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△25,798 △6,052 △37,805

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 2,501,250 2,790,022 5,196,830

   短期借入金の返済による支出 △2,331,374 △1,176,400 △6,207,554

   長期借入れによる収入 ― ― 875,000

   長期借入金の返済による支出 △11,600 △11,600 △23,200

   株式の発行による収入 746,990 ― 746,579

   上場準備費用の支出 △12,234 ― △12,234

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

893,032 1,602,022 575,421

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 573,441 △147,595 867,382

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 427,212 1,294,594 427,212

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  の中間期末(期末)残高

※１ 1,000,654 1,146,998 1,294,594



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1)デリバティブ

 時価法

  但し、特例処理の要件

を満たす金利スワップに

ついては、特例処理によ

っております。 

 

(1)デリバティブ

     同左

(1)デリバティブ 

     同左

(2)たな卸資産 (2)たな卸資産 (2)たな卸資産

 ①    ―

   

 

 ①    ―

       

  

 ①販売用不動産

  個別法による原価法  

   

②開発用土地及び未成工

事支出金

  個別法による原価法 

 

②開発用土地及び未成工

事支出金

     同左 

   

②開発用土地及び未成工

事支出金

     同左

③    ― ③原材料

 先入先出法による原価

法

③原材料
    同左

④貯蔵品

  最終仕入原価法 

 

④貯蔵品

     同左 

 

④貯蔵品

     同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法

   但し、平成10年４月

以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)

については、定額法を

採用しており、そのう

ち展示用建物について

は、見込使用期間を耐

用年数として採用して

おります。

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

   建物   ３～12年

   車両運搬具

３～５年

   工具器具備品

  ３～８年

 

(1) 有形固定資産

        同左

   

(1) 有形固定資産 

     同左  

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。 

 

(2) 無形固定資産

     同左

(2) 無形固定資産 

     同左

３ 繰延資産の処理方

法

(1) 新株発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

 

(1)    ― (1)    ―

(2)    ― (2)    ― (2) 株式交付費 

 支出時に全額費用処理し

ております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間に

つきましては、債権の回収

が確実であると見込まれる

こと及び過去の貸倒実績が

ないこと等により計上して

おりません。 

 

(1) 貸倒引当金 

     同左

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

 なお、当事業年度につき

ましては、債権の回収が確

実であると見込まれること

及び過去の貸倒実績がない

こと等により計上しており

ません。 

 

(2) ― (2) ― (2) 賞与引当金

 当社は従業員に対して支

給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込み額に基づ

き当事業年度負担額を計上

しております。

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  特例処理の要件を満た

している金利スワップに

ついては、特例処理によ

っております。 

 

(1) ヘッジ会計の方法

     同左

(1) ヘッジ会計の方法 

     同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

   ………金利スワップ

  ヘッジ対象

   ………借入金の利息 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

     同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

     同左

(3) ヘッジ方針

  変動金利借入利息の将

来の金利上昇による増加

を軽減することを目的

に、変動金利受取固定金

利支払の金利スワップ取

引を行っております。 

 

(3) ヘッジ方針

     同左

(3) ヘッジ方針 

     同左

(4) ヘッジ有効性の評価

  特例処理によっている

金利スワップについて

は、有効性の評価を省略

しております。 

 

(4) ヘッジ有効性の評価

     同左

(4) ヘッジ有効性の評価

     同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヵ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

 

     同左      同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理  

 税抜方式によっておりま

す。 

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動

資産の「その他」に含めて

表示しております。 

 なお、資産にかかる控除

対象外消費税等は当中間会

計期間の期間費用としてお

ります。

消費税等の会計処理  

 税抜方式によっておりま

す。  

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて

表示しております。  

 なお、資産にかかる控除

対象外消費税等は当中間会

計期間の期間費用としてお

ります。

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、資産にかかる控除

対象外消費税等は発生事業

年度の期間費用としており

ます。 

 



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１．固定資産の減損に係る会計基準 ― １．固定資産の減損に係る会計基準

 当中間期会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる影響はありません。 

 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。  

 これによる影響はありません。  

 

２．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準

２．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準

 当中間期会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は1,186,472千円であり

ます。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。  

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は1,397,452千円であり

ます。  

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しておりま

す。 

３．繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い

 当事業年度から「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号）を適用してお

ります。  

 前事業年度において営業外費用の

内訳としていた「新株発行費」は、

当事業年度より「株式交付費」とし

て表示する方法に変更しておりま

す。  

 前事業年度において営業活動によ

るキャッシュ・フローの内訳として

表示していた「新株発行費」は、当

事業年度より「株式交付費」として

表示する方法に変更しております。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

４．ストック・オプション等に関す

る会計基準等

 当事業年度から「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年５月31日企業会計

基準適用指針第11号）を適用してお

ります。  

 これによる、損益に与える影響は

ありません。



追加情報 

  
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

（外形標準課税制度適用に伴う会計

処理について）  

 当社は平成18年６月19日を払込期

日とする新株式発行により資本金が

１億円超となった為、法人事業税に

おける外形標準課税制度の適用を受

けることとなりました。 

 そのため、当中間会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準実務対応報告第

12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

は2,500千円増加し、営業利益、経

常利益、及び税引前中間純利益が同

額減少しております。 

 また、これに伴い税効果会計に使

用する法定実効税率を前事業年度の

42.05%から40.69%に変更しておりま

す。 

 なお、この変更による影響は軽微

であります。

（不動産取得税の計上方法につい

て）

 従来、たな卸資産の取得に係る不

動産取得税については、支出時に販

売費及び一般管理費として処理して

おりましたが、当中間会計期間より

取得時にたな卸資産の取得原価に算

入し、物件の引渡時に売上原価とし

て処理する方法に変更いたしまし

た。この変更は、自社開発物件の増

加により不動産取得税の金額的重要

性が高まってきたこと、及び土地の

取得から物件引渡までの期間が１年

を超えるホテル開発事業が増加しつ

つあることから、費用収益を対応さ

せ経営成績をより適正に表示するた

めに行ったものであります。  

 この変更により従来と同一の基準

を採用した場合と比較して売上原価

は29,914千円増加し、販売費及び一

般管理費は6,389千円減少し、営業

利益、経常利益及び税引前中間純利

益がそれぞれ23,525千円減少してお

ります。また、たな卸資産は17,731

千円、営業未払金は41,256千円増加

しております。

（外形標準課税制度適用に伴う会計

処理について）  

当社は平成18年６月19日を払込期日

とする新株式発行により資本金が１

億円超となった為、法人事業税にお

ける外形標準課税制度の適用を受け

ることとなりました。  

 そのため、当事業年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準実務対応報告第12号）

に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。  

 この結果、販売費及び一般管理費

は6,751千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。  

 また、これに伴い税効果会計に使

用する法定実効税率を前事業年度の

42.05％から40.69％に変更しており

ます。  

 なお、この変更による影響は軽微

であります。 

（施工監理部門の労務費の計上区分

について）

 従来、施工監理部門における労務

費については販売費及び一般管理費

として処理しておりましたが当中間

会計期間よりその一部をたな卸資産

の取得原価に算入する方法に変更い

たしました。これは、従来ほとんど

の施工監理業務を外注し、その外注

費を取得原価算入しておりました

が、当社の施工監理部門で内製化す

る物件が増加しつつあることから、

施工監理部門の労務時間を開発プロ

ジェクトごとに把握する体制を整備

したことによるものであります。  

 この変更により従来と同一の基準

を採用した場合と比較して販売費及

び一般管理費が6,745千円減少し、

売上原価は3,265千円、たな卸資産

は3,479千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益がそれ

ぞれ3,479千円増加しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間会計期間末
(平成19年６月30日)

前事業年度末 
(平成18年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

17,215千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

21,737千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

20,038千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

 (イ)担保に供している資産は次の

とおりであります。

開発用土地 2,138,936千円

計 2,138,936千円
 

※２ 担保資産及び担保付債務

 (イ)担保に供している資産は次の

とおりであります。

開発用土地 3,321,796千円

計 3,321,796千円
 

※２ 担保資産及び担保付債務

 (イ)担保に供している資産は次の

とおりであります。

開発用土地 1,985,104千円

計 1,985,104千円

 

 (ロ)担保付債務は、次のとおりで

あります。

短期借入金 2,309,000千円

計 2,309,000千円

 

 (ロ)担保付債務は、次のとおりで

あります。

短期借入金
１年以内返済
予定の長期借
入金

2,671,022千円

875,000千円

計 3,546,022千円
 

 (ロ)担保付債務は、次のとおりで

あります。

短期借入金  
１年以内返済
予定の長期借
入金
長期借入金

1,143,000千円

495,000千円
380,000千円

計 2,018,000千円

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

賃料収入 4,271千円

金利スワップ 
評価益

4,260千円

受取利息 1千円

  

※１ 営業外収益の主要項目

賃料収入 7,788千円

金利スワップ
評価益

1,721千円

受取利息 436千円

  

※１ 営業外収益の主要項目

賃料収入 9,671千円

金利スワップ 
評価益

4,448千円

受取利息 92千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 41,107千円

上場準備費用 12,234千円

新株発行費 7,409千円

 

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 39,558千円

為替差損 687千円

 
 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 88,188千円

上場準備費用 12,234千円

株式交付費 7,820千円

※３ 特別損失の主要項目

―

 

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損

          建物 3,113千円
 

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損

         建物 1,855千円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 5,797千円

無形固定資産 304千円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 5,375千円

無形固定資産 726千円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 10,946千円

無形固定資産 1,325千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

   前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
（注）普通株式の発行済株式総数の増加2,000株は、新規上場に際しての新規株式発行によるものであります。 

  

   当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

  発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

  

   前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
（注）普通株式の発行済株式総数の増加2,000株は、新規上場に際しての新規株式発行によるものであります。 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

株式の種類
前事業年度末株式数

(株)
当中間会計期間増加

株式数(株)
当中間会計期間減少

株式数(株)
当中間会計期間末 

株式数(株)

普通株式（注） 14,000 2,000 ― 16,000

合計 14,000 2,000 ― 16,000

株式の種類
前事業年度末株式数

(株)
当中間会計期間増加

株式数(株)
当中間会計期間減少

株式数(株)
当中間会計期間末 

株式数(株)

普通株式 16,000 ― ― 16,000

合計 16,000 ― ― 16,000

株式の種類
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

普通株式（注） 14,000 2,000 ― 16,000

合計 14,000 2,000 ― 16,000

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高は、中間貸借対照表の

「現金及び預金」勘定の金額

と一致しております。

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高は、中間貸借対照表の

「現金及び預金」勘定の金額

と一致しております。

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高は、貸借対照表の「現金及

び預金」勘定の金額と一致し

ております。

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



(有価証券関係) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約金額等、時価及び評価損益 

 金利関連 

 
(注)①時価の算定方法 取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 
  ②ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載の対象から除いております。 

  

(持分法損益等) 

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間会計期間末
(平成19年６月30日)

前事業年度末 
(平成18年12月31日)

該当事項はありません。 同左 同左

区分 種類

前中間会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間会計期間末
(平成19年６月30日)

前事業年度末 
(平成18年12月31日)

契約 
金額等 
(千円)

契約
金額等 
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価 
損益 
(千円)

契約
金額等 
(千円)

契約
金額等 
のうち 
１年超 
(千円)

時価
(千円)

評価
損益 
(千円)

契約
金額等 
(千円)

契約 
金額等 
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価
損益 
(千円)

市場取引 
以外の取引

スワップ取引
支払固定・受
取変動

200,000 200,000 △5,905 △5,905 200,000 200,000 △3,995 △3,995 200,000 200,000 △5,717 △5,717

合計 200,000 200,000 △5,905 △5,905 200,000 200,000 △3,995 △3,995 200,000 200,000 △5,717 △5,717

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

関連会社がないため記載しておりま

せん。

同左 同左



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 74,154円56銭 87,851円73銭 87,340円78銭

１株当たり中間(当期)純利益
金額

5,389円23銭 510円95銭 19,049円06銭

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益金額
5,375円91銭 496円91銭 18,706円55銭

項目
前中間会計期間末
(平成18年６月30日)

当中間会計期間末
(平成19年６月30日)

前事業年度末 
(平成18年12月31日)

中間貸借対照表の純資産の
部の合計額(千円)

1,186,472 1,405,627 1,397,452

普通株式に係る純資産額 
(千円)

1,186,472 1,405,627 1,397,452

普通株式の発行済株式数
(株)

16,000 16,000 16,000

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株)

16,000 16,000 16,000

項目
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり中間（当期）純
利益金額

 中間（当期）純利益
 （千円）

76,165 8,175 287,145

 普通株主に帰属しない金
額（千円）

― ― ―

 普通株式に係る中間（当
期）純利益（千円）

76,165 8,175 287,145

 普通株式の期中平均株式
数（株）

14,133 16,000 15,074

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額

 中間（当期）純利益調整
額（千円）

― ― ―

 普通株式増加数（株） 35 452 276

 (うち新株予約権（株）) (35) (452) (276)

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益の
算定に含まれなかった潜在
株式の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第17期(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日)平成19年３月28日関東財務局長に

提出。 

  

 (2) 臨時報告書 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(親会社の異動)及び第４号(主要株主  

   の異動)の規定に基づく臨時報告書を平成19年９月４日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成１８年９月２０日

株式会社リビングコーポレーション 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社リビングコーポレーションの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第１

７期事業年度の中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社リビングコーポレーションの平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浜  田  正  継  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  尾  泰  則  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成１９年９月２１日

株式会社リビングコーポレーション 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社リビングコーポレーションの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第１

８期事業年度の中間会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社リビングコーポレーションの平成１９年６月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浜  田  正  継  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  尾  泰  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  瀬  俊  司  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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